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Ⅰ．は じ め に

　中国は1978年の「改革開放」以来まぶしい経済成長を繰り返して世界第二位の経済大国になっ
た。これは40年を経過した大きな成果である。農業も注目するほどの発展を成し遂げて経済成長
期の国家核心政策の一つの温飽問題を解決するのに絶対的な貢献をした。経済成長を維持してき
たが，中国は社会主義市場経済体制が深刻化されて農村地域の土地と家族による社会保障機能が
次第に弱まり始めたし人口の急速な増加と老齢化はこれをより一層加速化させ，高度経済成長に
伴う農業部門の問題点が中国社会の最も熱いイシューとして台頭した。それで結局社会保障シス
テムの中で放置されていた農民の老後保障を解決するための制度的方案が工夫され始めた。
　中国農村社会保障制度は，中国の「三農問題」と深い関りを持っている。「三農問題」とは，
農業・農民・農村社会（または農村経済体制）の問題を指している。「三農問題」の解決が，結局
農業を発展させる基礎の上で，農村社会保障制度を整備することができるかどうかにかかってい
る。その意味で，中国の経済を持続的に発展させるためには農村社会の生活を安定させる制度整
備と政策が極めて重要なことである。
　1992年から「旧型農村年金保険制度」が制定されて全国的に実施されたが中央政府や地方政府
の財政的に補助することなく個人積立金にだけ依存した状態で実施したこの政策は失敗に終わる
ことになった。このような「旧型農村年金保険制度」の制度的欠陥と限界を克服するために中国
は「新型農村年金保険制度」を実施することになった。「新農民保障制度」は基礎養老保険金の
提供と共に個人積立金に対して本当に政府次元の財政支援をするなど政府の責任を強調すること
によって公共養老保険制度としての機能が補完された。だが「新型農村年金保険制度」やはり施
行過程で農民の参加率が低く現れるなど多くの問題点が発生したし実質的に農民の老後保障手段
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では限界があるという指摘を受けている。
　農業発展を実現するには何よりも政策寄与度が高いということができる。中国政府は持続的に
三農投資を拡大して強農恵農政策を強化したし，食糧増産のための多様な政策を施行した。また，
農家負担を減らすために農業傾向（税）を廃止して農業保険料を補助して所得向上のために４大
補助（食糧生産補助，農業資材総合補助，農機械購買補助，優良種子補助）をはじめとする各種支援政
策を実施している

1）
。

　日本の農村社会保障制度は日本経済成長の中で重要な役割を果たしてきた。日本の農村社会保
障制度の成功事例は日本の経済事情に似合うもので，法整備の建設にも大きな後ろ盾になった。
中国で農村年金保険制度の構築は重要なことであると同時に難しいことである。この制度の構築
は農民の労働意欲を高め，都市部と農村部の格差を是正する，農村部の経済を発展させる等で持
っている意味合いが大きい。日本の農村年金保険制度は中国の経済発展に似合う農村社会保障制
度を建設するに大きな参考価値がある。
　本研究は中国で実行されている「新型農村年金保険制度」の制度変遷過程を説明してこの制度
が本来の目的に合うように作動しているかを調べてみる。また，中国農村社会保障政策の制度的
変化の歴史的過程と特徴を日本の農村保険制度と比較分析を通じて「新型農村年金保険制度」が
持っている成果と限界に対する考察を通じて今後制度改善方案を提示しようと考える。

Ⅱ．社会保障制度に対する基本的視点

社会保障の定義
　社会保障は，人間の生活における事故や障害が，家族や親族及び近隣地域の共同体では救済し
きれないような社会の発展段階を前提とする。すなわち，自営業者を主体として地域的移動の乏
しい前近代の社会においては，孤立無援の窮民に対する慈善はありえても，社会保障は，その萌
芽さえ見出すことができない。言い換えれば，近代社会における産業化の展開に伴って雇用労働
者が増え，社会的移動が広がることが，社会保障への道を開く第一の条件となる。雇用労働者の
生活上の事故や障害は，農業者や自営商工業者のように家族や共同体によっては救えず，何らか
の救済手段を必要とするからである。
　しかし，こうした救済手段が国家の制度として生まれるためには，その国の経済が制度化を可
能とするほどに発展していなければならないが，同時に，国民がその制度化を強く要請するかど
うかによって制度化の時期は左右される。経済的条件は，何らかの政策手段を講ずることを許容
するまでに成長していても，それを要求する国民の主体的な条件が弱い場合，救済を必要とする
社会的条件が十分に存在していても，制度化は遅れるというわけである

2）
。

　周知のように社会保障というのは，ごく一般的には，国民の生存権の保障のための制度，ある
いはより正確にいえば，人生において生じるさまざまの生活上の障碍ないし事故―例えば傷病，
老齢化，寡婦化，困窮等々に対して保護救済を図り，少なくとも最低限の生活の安定を保障する
ための制度と理解されている。社会保障制度は，国民生活の安定や国民の健康の確保を目的とし
たものであり，老齢・障害等によるハンディキャップを負った人々が円滑に社会生活を営むため
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の各種サービスを提供する社会福祉，病気やけがに伴う特別の出費に対応するための医療保険，
病気の予防や治療の確保，老齢・死亡・障害・失業等による収入の減少に対する所得保障等をそ
の内容としている

3）
。

　社会保障は，本来平等主義の理念を根底とする。それは，機会の平等をできるだけ確保し，結
果の不平等を是正するという理念から出発する。したがって，ベヴァリッジ的な均一の拠出によ
る均一の給付を乗り越えて，能力に応じて負担し平等に給付することを理想とする。その理想は
現実ではなく，能力に応じる負担には何らかの比例的給付が必要であるとされる。しかし，平等
な給付が，最低限であり，それが国家社会の存立のために不可欠であることが認識され，負担が
社会的に公正である限り，能力に応じた拠出は，受入られるはずである。それが不可能なのは，
税制に絡んで負担が公正でないこととともに，制度が乱立してその間に均衡がなく，また各種の
制度に基づいて分化した集団間の利益が調整されていないからである。本来社会保障の理念と相
容れない損得勘定が入り込むのは，垂直的な再分配ではなく，水平的な不公正な再分配が存在す
るからだといわなければならない。
　この意味において，社会保障がいわゆる社会政策から限定された意味での社会保障に転化する
のが，国民全体の保障システムになったときである，と考える視点は重要である。社会保障制度
を全国民一本の総合制度にすることは困難でもあるし，必ずしも必要ではないが，少なくとも基
本的部分は統合されて，分立した制度や保険集団間の矛盾や格差が解消すれば，能力に応じての
拠出も否定されることはないであろう。そして，すでに述べたように，こうした拠出が重点的に
最低限を保障するための給付を賄うにとどまるとすれば，結果の不平等を根こそぎ否認するもの
とはならないし，経済社会における能力主義は生かされる。
　この場合，この能力主義を最大限に生かすことが経済の効率を高め活力を引き出すという考え
方が最近強くなってきているともいえるわけであるが，それは，社会保障の負担も給付も最小限
に切り下げて，個人の自助自立を促すという発想である。一般に，社会保障は自助を前提とした
連帯であると考えられているが，自助に過度に依存し，経済の効率を重視しすぎることは，むし
ろ社会の安定を脅かすことになり，結果的には非効率になる。言い換えれば，自助と連帯が対置
される場合，過去においては，自助自立できないものを連帯で救うことが社会保障の出発点であ
ったが，現在の社会は，むしろ，連帯を前提にしなければ自助自立も成立しがたい社会になって
いるといわなければならない。社会保障は，ある意味において，経済と社会のバランスの問題で
ある。経済が重視されすぎる場合，これによって揺さぶられる社会は，経済に反攻して崩壊させ
るともいえるのである。
　このことを言い換えれば，次のように表現できるであろう。すなわち，社会保障による最低限
の生存保障こそが，安心して自由な競争を行う基盤となるのである。社会保障の目指すものは，
このような意味における国民生活の安定であり，それによって民族の活力が弱まるようなもので
は決してない。社会保障が行き過ぎる活力が低下するという理論は，先例に徴しても否定できな
いが，平等に最低限の生存を保障するものとして社会保障が概念されるとすれば，それは行き過
ぎるではないし，これをも抑制しようとする場合，国民社会は不安定となり，活力が生まれる条
件を崩壊させる。そして，こうした最低限の保障が下支えとしてあることが，国民の安心を生み，
その下支えが国民全体の連帯によって安泰であるという条件が，国民の国民社会への帰属意識を
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高め，国民社会を統合させるといわなければならない
4）
。

　社会保障は，生存権に基づいて国民生活を保障することを目的とする政策・制度を示す概念で
ある。換言すれば，社会保障は貧困に陥った人々の救済にとどまらず，広く，疾病，死亡，加齢
等の生活を脅かす危機から国民の生活を守り，その安定を図る体系である。その意味で，現代の
社会保障制度はすべての国民の生活に不可欠なものとして構造的に組み込まれ，その仕組みはい
わば「生活の前提」となっている。しかも，それは生存権を国家の責任で保障する制度体系とし
て整備されてきた

5）
。

　社会保障が個人の力のみでは対処できない事故が発生した場合の安全網として機能することに
より，それは経済・社会の発展に寄与することになる。しかも，それは人々の生活保障を中心と
しつつ，その他諸々の機能が付着する多機能的性格を持つものである。
　資本主義の個人生活の原則は国家による介入を排除し，基本的に自助努力（自己責任）によっ
て行われることである。この原則が維持されるには，少なくとも雇用が保証されていること，そ
して雇用が与えられたとしても，雇用がもたらす賃金が労働力の再生産を可能にする一定水準以
上であることの二つの条件が保障されなければならない。だが，その経済メカニズムは，必ずし
もこの原則を維持するようになっていない。第一の条件は，必ずしも常に与えられていないのみ
ならず，経済システム内部に恒常的に与えられない者を必要としている。というのは，資本主義
の経済メカニズムは生産の無政府性を原理としており，その内部に失業を，程度の差はあるが，
恒常的に維持しなければならないからである。第二の条件では，賃金が市場でのみ単純に決定さ
れるとすると，労働市場では労働力の供給が一般的に需要を上回る傾向があるので，恒常的に低
下する傾向がある。従って，その水準は，雇用保障が与えられたとしても必然的に生活保障を維
持できる水準となるとは限らない。従って，自助努力による個人生活は資本主義における原則で
はあるが，その原則が実現されるメカニズムは必ずしも存在しない。
　上の二つの条件が保障されない場合，人は貧困に落ちざるをえない。従って，資本主義では，
その問題の深刻さの程度は異なるが，その内部に恒常的に貧困の問題に直面しなければならなか
った。それの対策として成立した制度が社会保障制度である。社会保障の一つの重要な柱は貧困
に陥った場合の救済制度で，その制度によって貧困者は社会的扶助（税金）によって貧困から救
済される。自助努力が個人生活原則であるから，給付水準は最低生活水準となる。これが，公的
扶助制度である。それに対して，労働者の生涯を通常のケースで考慮すると，労働者は高齢化に
よって労働能力喪失に陥り，貧困・生活事故に陥るリスクが非常に高い。そこで，有給雇用に就
き，そこから得た賃金から保険料を拠出することが可能な時期に，貧困に陥る可能性が高い時期
の給付を受け取るための保険料を拠出し，その結果高齢時の貧困を防ぐことが可能な制度が用意
されている（権利に基づく給付）。この貧困を予防する制度（防貧）が社会保障の重要な一翼となる。
その防貧は，通常社会保険を駆使して行われる。社会保険による防貧を行うための資金は，個人
が拠出する資金（保険料），企業が負担する資金，そして国家が社会保険の管理・運用を行うこと
によって生まれる費用負担の資金から成り立っている（三者負担）。救貧と防貧の両者とも個人の
拠出制度は，個人拠出資金以外の資金の供給によって防貧と救貧を行う点にあり，いわば，社会
保障の本質は個人生活の原則である自助努力の国家による修正にある。
　以上を要約すると，我々の主張する社会保障は，自助努力という基本原則が基底にあり，それ
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の修正として成立する生活保障である。その点を踏まえると，社会保険と社会扶助の２制度に支
えられた制度が提供する給付水準は，自助努力概念を土台にしている限り理論的には国民の最低
生活保障となる。自助努力，救貧と防貧の二つの生活保障制度，そして最低生活保障から社会保
障制度が構成されているかどうかが社会保障体系成立の試金石である。

Ⅲ．中国の農村社会保障制度の変遷

　1949年10月１日，中華人民共和国が成立後，1958年に戸籍登録条例の制定が始まり，1964年，
「戸籍の移転に関する公安部門の規定」を公布し，農村部から都市部への戸籍移転を原則禁止し，
戸籍制度が成立した。戸籍は，農村戸籍と都市戸籍に二分され，二元社会となった。都市部と農
村部の社会保障制度は，異なっており，都市部では企業賃金労働者，国家機関及び事業単位に分
けて社会保障を設計したが，９億人の巨大な農村人口の社会保障は都市に比べ大幅に遅れている。
　長い間中国農村の農民は「老後のために子供を育てる」という伝統的な観念の影響を受け，家
族による老人扶養が農村におけるもっとも重要な養老方式で家族扶養に依存した。農村部の社会
保障は，主に社会救済（1950年設立，自然災害による貧困者），農村五保制度（1956年設立，農村にお
いて労働能力がない，生活保障のない人に対し，衣（服）・食（事）・住（宅）・医（療）・及び葬（式）の
保障，農村合作医療（「はだしの医者」1959年設立，全員加入），優待（1950年設立，軍人とその家族），
という四つの保障内容で構成されていた。そして，農村の社会所要の柱と言える生活保護制度
（五保戸）と農村合作医療を支えてきたのは，集団農業経済（人民公社）であった。中国の農村に
は，農村五保制度，社会救済制度はいずれも特殊な者を対象とする制度であり，農民大衆を対象
とする制度ではなかった。その意味では，農村合作医療制度は，中国の農村部でははじめて導入
された農民を適用対象とする農村社会保険制度である。しかし，保障のレベルは非常に低く，必
要となる費用は主に集団経済が負担した。請負制の実施後，農村の社会保障システムは従来の融
資の源泉―集団経済という基盤を失い，瓦解した。現在の状況は，広大な農村地区にはほとんど
なんら有効な医療衛生サービス資源の供給がなく，農民は低収入という制約の下で，主に都市地
区に配分される医療衛生サービス資源を享受する能力を根本的に持たず，このことにより農民の
健康及び農村の公共衛生状況は非常に不利な状態に置かれている。農村合作医療制度は，人民公
社制度の導入とともに導入されたものであり，人民公社という基礎の上に，成り立っている。
　旧中国の土地制度は，極めて不合理であった。70％以上の土地が，農村人口の10％に満たない
地主，富農の手中に集中されており，農村人口の90％以上を占める農民

6）
は，僅かに30％の土地を

保有しているに過ぎなかった。新中国成立後，直ちに土地改革を実行した。約３年を費やして
1952年には土地改革を完了した。土地改革後は，生産資料を分け与えられた農家主導による農業
経営が農業における重要な経済形態であった。1950年代初め，社会主義制度の下で政府は農民人
口の１割弱を占める地主の持つ70～80％の土地を農民たちに与え，1958年の人民公社体制の確立
を印に，農村の合作化が実現された。人民公社による統一的な経営管理の下で，農民たちは生産
隊の指示で労働に参加し，労働日数などによって集計される「労働点数表」を基に消耗品の分配
が行われていた。
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　しかし，多くの農民が，土地を持ったとしても，労働力，役築，農具に不足していた。この問
題を解決するために，政府は農民を指導し，互助組を組織し，さらにいくつかの互助組からなる
初級農業合作社（協同組合）を組織し，農業経済の集団化を推進し始めた。1955年に初級農業合
作社が全国で63.3万社となり，ピークに達した。1955年から，中国は，初級農業合作社を高級農
業合作社に転換し，さらに1958年８月に公布された「農村に人民公社を設立する問題についての
中共中央の決議」に基づいて，1958年の末から，全国で人民公社化を進めることになった。人民
公社は，いくつかの高級農業合作社の合併を通じて設立されていった。このように中国の農業に
おける生産形態が，農業主導の生産形態から，互助組→初級農業合作社→高級農業合作社の段階
を経て，人民公社主導による集団生産形態に変わっている。人民公社は，「政社合一」体制を実
施し，政府の末端政治権力機関（行政組織）と農民の集団経済形態とを一体化したものである。
従って，人民公社は，中国社会主義経済と社会主義政権の農村における末端組織であった。人民
公社は，一般に三級所有制（人民公社，生産大隊，生産隊）を採用し，生産隊を基本的採算単位と
する。人民公社制度の導入によって，中国の農民は，人民公社の社員となっている

7）
。

　文化大革命期間中に，中国の農村経済も，都市経済と同じように大きな打撃を受けていた。左
翼主義の影響で，農民が経営する「自留地」（自家菜園）が資本主義の尻尾を取り締まれ，農村地
域の「自由市場」（営業許可書を交付された農民が指定した場所で，場所代を払い，自留地で作ったもの
を売る場または市場）が制限され，農村地域の自営業者が崩壊状態に追い込まれた。これとは逆に，
人民公社制度が国有企業制度と同様に一段と強化され，農村地域における唯一の経済組織となり，
絶対的な権限を持つようになった。人民公社は，「人民公社員」と呼ばれる農民に対して，社会
福祉サービスを提供する一方，社員を組織し，生産活動を行っている。そして，人民公社を中心
に，「人民公社生活共同体」を形成し，集団の力で，農村社会保障制度を管理，運営されていた。
他方，人民公社時代に，人民公社が経営する社営企業が大きく発展し，中国の農業構造が変わり，
「三農問題」もある程度の解決を見せた。
　文化大革命の終結に伴い，1978年以降，中国の改革・開放政策は，まず，農村地域を中心に実
施され，農家請負生産責任制度のように農村の集団化が大きな転換期を迎え農村社会に大きな変
化をもたらし，農村社会の保障制度の構築も不可欠な課題となってきている。農家請負生産責任
制度は，個人農家の所得収入を高め，農村経済の活性化をもたらした一方，人民公社の弱体化を
促していた。人民公社体制が否定され，農村世帯共同請負制の導入で農村経済の復活を果たし
た
8）
。
　1980年代に，人民公社制度が廃止されるとともに，人民公社生活共同体も崩壊した。人民公社
生活共同体を中心に，集団の力で管理，運営されてきた農村社会保障制度も，今やその改革と再
構築を迫られている。農村経済の発展で伝統的な観念も変化を生じ，農村の家庭構造は計画出産
政策の実施で急激にコンパクト化し，核家族群が日増しに増大してきて家庭による社会保障の維
持が困難となっていた。
　1986年10月，民政部は，農村経済の比較的発達した地区で，社区（コミュニティ）を単位とす
る農村年金保険制度を実施することを決定した。1986年に農村年金保険制度が創設されたが，そ
れ以前，年金保険制度に類似したものがみられる。農村年金保険の制度化は公的機関によって行
われているが，その加入は強制ではなく，希望する農民に実施されているという特徴がある。農
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村における公的年金保険制度が1986年に1980年に，７―８つの省，自治区，直轄市において約20
万人の農民が，1983年に13の省，自治区，直轄市で約50万人の農民が，1984年に22の省，自治区
で約80万人の農民がそうした制度に加入した。一般に，経済力が相対的に強い一部の沿海農村地
区では支給開始年齢に達した農民，業務中障害者になった農民及び古い管理者，古い共産党員と
古い模範者に５―70元を毎月給付することになっていた。
　そして，実施の形は，経済条件のよい郷，村では自発的に集団の補助金と農民納付の保険料で
形成された積立金から直接支払うものであった。しかし，こうした制度は公的年金保険制度であ
るといえるかどうかは難しいが，中央政府の指示や計画により作られた制度ではないことは明ら
かである。中央政府の計画に基づく年金保険制度の創設は1986年以降のことである。
　1986年から，当時の民政部は中国の「第７次五か年計画」の規定に基づき，農村における社会
養老保険事業の導入について検討し始めて。同計画において農村における社会保険事業の導入の
検討が規定されたのは，都市部における社会保障制度の導入の進展に比して農村部が大幅に遅れ
たという背景によるものであった。「7.5」国民経済と社会発展計画では，社会保障制度の創設が
提起された。この方針の下で，1986年10月に民政部は江蘇省沙洲県で「全国農村社会保障工作会
議」を招集した。この会議では，民政部は経済が発達した農村で「社区」（郷，鎮，村）を単位と
した年金保険制度の創設を提起した。そして江蘇省などがその時点から農民全体を対象とした農
村年金保険制度の創設を始めた。
　しかし，「社区」型の農村年金保険制度は順調に進まなかった。主な問題として，年金保険の
原資は集団の提供する資金を主としたこと，年金保険が郷，鎮，村を単位に管理したため，年金
基金の調整力が弱かったこと，年金の算定方法が混乱したこと，監督や制約メカニズムが乏しか
ったこと，保険資金の流失問題が深刻であったこと。これらのため，失敗に終わってしまったの
である。
　1990年７月，国務院は，民政部に農村年金保険の責任を負うことを求めた。1991年１月，国務
院は一部経済が発達した農村で，県級農村年金保険のテストの実施を決定した。同年６月，民政
部は「県級農村老齢年金保険基本法案」（以下，「基本法案」を略記）を制定し，県を基本的な単位
として，農村社会年金を推進するという原則を確定し，1992年１月１日から全国で公布・実施す
ることを決定した。同年８月，「基本法案」に基づいて山東省六牟等５つの県（市）がテスト的
に創設した。それから１か月半に30の郷・鎮，281の村，38の郷鎮企業，そして８万人に近くの
農民が年金保険に加入し，その積立金が500万元に達した。その後，農村社会年金工作は各地に
広がった。
　５年間の検討を経て，第８次五か年計画期初年度の1991年に山東省煙台市などの地域で５つの
県（市，区）において県レベルにおける農村年金保険制度設立の試行が開始された。1991年10月，
民政部は山東省六牟で「全国農村年金保険テスト工作会議」を招集した。この会議では，山東省
の創設経験を総括したうえで，これを全国に押し広めることを決定した。以後，農村年金保険制
度は沿海から内陸へと急速に展開するようになった。このうち最も代表的な例は武漢市であり，
約３か月をかけて全市でその創設を基本的に完成した。鄧小平の「南巡講話」の下に，農村の年
金保険をより発展，促進するため，1992年７月に武漢市で民政部によって招集された「全国農村
年金保険工作経験交流会議」では，「武漢に学び，山東を追いかけ，農村年金保険を新段階に上
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げさせよう」という目標を提起した。この会議以降，江蘇省が最も早く全省各県（市）で全面的
に展開した。同時に，福建，河北，黒竜江，四川，上海等20あまりの省，自治区，直轄市も農村
年金保険制度を創設した。
　1991年から約一年間の試行を通じて，農村年金保険制度は民政部の下で普及段階に入った。
1992年12月，民政部は江蘇省張家港市で「全国農村年金保険工作会議」を招集し，江蘇省の経験
を総括し，過去二年間の全国創設状況を回顧した。この会議は，全国規模で創設テストを終えた
ことを示している。1993年から農村年金保険制度が正式発足の段階に入り，その運用が本格的に
始まった。そのメルクマークとなったものは1992年に制定・公布した。「県レベル農村社会養老
保険基本方案（試行）」（以下「基本方案」と略称）であり，これは現在でもの農村年金保険制度実
施の根拠となる基本文献として使用されている

9）
。

　これによると，農村年金保険制度は主に，個人の納付保険料を柱に，集団が補助し，国家が政
策支援を行うことが原則となる。また，個人口座基金の積立という保険モデルを採用し，個人の
納付保険料と集団の補助金をすべて個人名義の口座に入れる。県レベルの農業保険組織は，基金
の収支バランスを維持する責任を負い，国家政策が定めるところに従って基金を管理運営する
（主な運用手段は銀行預金と国債購入）。個人口座基金の全積立期間にわたる利息の計算は，労働・
社会保障部（1998年以前は民政部）が設定した時期別の農村保険基金積立利率に基づいて行う。保
険加入者が満60歳に達した時に，本人の口座基金の積立元本と平均寿命を基に，「養老金」（以下
「年金」の給付基準を定める。）

　この「基本方案」の発表をきっかけに，農村年金保険制度の普及は著しい進展をみせた。国務
院弁公庁と民政部は1995年に連名で『国務院弁公庁，民政部による「農村社会養老保険事業の更
なる発展に関する意見」の転送に関する通知』（国弁発『1995』51号）を公布して，農村年金保険
制度の管理・監督の重視，及びこの事業の積極的かつ安定的な推進を指示した。1997年までに全
国2,900の県のうち2,123の県に同制度が導入され，8,200万人の農民が保険に加入し（加入率は
9.74％），農村年金保険制度のカバーする範囲と加入者数はともにピークとなった。
　90年代初頭の経済過熱により，銀行預金利率は1993年にピークとなり，例えば３年ものの定期
金利は12.24％にも達した。これに伴い，保険金積立利率も1994年には12％にまで引き上げられ
た。しかしその後銀行金利が急速に下降に転じたにも関わらず，保険金積立利率の下方修正が遅
れた。このことに加えて，流用や汚職等基金運用・管理上の問題が生じたことから，基金の収支
バランスが悪化し，1998年には国務院が農村年金保険制度の暫定的停止をけってするに至った。
ちょうどこの年から国務院の機構改革が始まり，その一環として農村年金保険制度の所管が民政
部から労働・社会保障部に移管されることとなった。
　1997年７月の『国務院，保険業整理業務グループによる「保険業の整理と改革の方案」の審
査・転送に関する通知』（国発『1999』14号）は，当時の中国には農村年金保険制度の全面的な展
開に適する条件が備わっておらず，既に展開した農村年金保険制度については，整理し，状況に
応じた形で善処に，条件を満たしたものは漸進的に商業保険に転換していく必要がある，と指摘
した。1998年の政府機構の改革で，農村の社会年金は民政部から労働部と社会保障部に移管され，
全国のほとんどの地区の農村社会年金が行き詰まりの状態に陥った。それと同時に，労働・社会
保障部は国務院の指示により，農村年金保険制度の整理の改革に関する更なる調査研究と幅広い
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意見の募集を実施した。その結果を基に，同部は1999年12月に『農村社会養老保険の整理・規範
化に関する関連課題についての伺い』と『農村社会養老保険の整理・規範化に関する業務方案』
（労社部報『1999』41号）を纏めて国務院に提出した。しかし県レベルでは集められる資金の規模
が小さすぎ，管理コストが高くてリスクが大きく，資金や保障のレベルが低すぎ，農民の年金へ
の加入の積極性が低い等の問題があり，農村の年金は実施過程で大きな問題にぶつかった。
　沿海地域の比較的経済が発達したいくつかの省だけが，農村世帯の高い所得と地域の郷鎮企業
や政府のサポートを基礎に，農村年金保険制度を維持している。1999年７月，国務院は現在中国
の農村がまだ広く社会年金を実施する条件を備えていないことを指摘し，今抱えている業務を整
理し，新たな業務を引き受けるのを停止し，条件の整った地域から次第に商業保険に移行するべ
きであるとした。また，2000年３月に労働・社会保障部は当時の温家宝副総理に農村年金保険制
度の整理・規範化業務の状況について特別報告を提出し，重要な支持を受けた。
　これら一連の政策文書及び温家宝副総理や国務院からの指示に基づき，労働・社会保障部は基
金実態の解明，リスクのある基金の回収，個人口座利息計算基準の引き下げ，農業保険財務会計
制度の改正，及び年金の計算・給付方法の改善等を内容とする農村年金保険制度の整理と規範化
措置を実施した。その内容と成果は，同部が2002年10月に『農村社会養老保険の整理・規範化業
務の進展状況報告』（労社部報『2002』46号）として取りまとめ，国務院に報告した。
　計画経済期から公的年金保険制度より排除されてきた農村住民に対して，中国は1992年に完全
積立方式の農村年金保険制度を発足させた。しかし，任意加入のための制度の拡大は一部に限ら
れており，2000年以降は加入者の増加は鈍化傾向にあった。その後，医療保険制度における「皆
保険」体制が確立されたことをうけて，「中国版皆年金」体制の構想も打ち出された。
　農村年金保険制度は2002年の秋に開催された中国共産党の第16回全国代表大会以降，新たな段
階に入った。この大会においては，「条件の整った地域で，農村の養老・医療保険と生活最低保
障制度を打ち立てる道を探る」ことに言及した。また，2020年の「全面的な小康社会」の実現と
いう中国共産党と中国政府が揚げた目標の達成度合いを測る指標について国家統計局，国家発展
改革委員会，労働・社会保障部などの関係部門が研究を実施した結果，18の項目の一つに「農村
養老保険普及率」が含められ，2020年までに普及率を60％にするという長期目標が掲げられた。
現在この目標を達成すべく，労働・社会保障部は，農村年金保険制度の発展の方向性，基本原則，
政策措置等を規定した全国的な「指導的意見」の準備作業を行っているほか，山東省の煙台市，
青島市，北京市の大興区，広東省の東莞市，安徽省の霍山市等において他の県・市のモデルとな
りうるような制度や実施体制の整備に関する取り組みが行われている。
　一方，農村年金保険制度の加入者数は2002年末に5,462万人まで激減した。農村年金保険制度
整備が新たな局面に入った2003年以降も引き続き減少を続け，加入者数は2003年末には5,428万
人，2004年末に5,378万人となった。また，農村年金保険制度がカバーする範囲も2003年に1,870
県まで縮小した。ただし，農村年金保険制度がカバーする範囲ついては，2004年は更なる縮小は
見られなかったので，農村年金保険制度の後退はこの年になってようやく止まった理解すること
ができると思われる。
　なお，中国ではこの段階を「革新発展段階」と呼ぶ有識者もいるが，ここでは「改革試行段
階」とした。その理由は，現時点の取り組みは，それまでの普及段階に現れた多くの問題点の解
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決と本質的な原因の是正に関する方法の模索や本案件のような少数の地域における志向の実施な
ど，あくまで局地的な制度設計の試みに留まることにある

10）
。

　2009年９月に国務院は「新型農村年金保険制度の試行の展開に関する国務院の指導的見解」を
公布し，同年に全国10％の県・県級市の行政区域で新型農村年金保険制度を試行し，その後は試
行地域を拡大させ，2020年までに加入条件を満たした全ての農村住民が加入するといった目標を
揚げている

11）
。

　また，2011年６月に国務院は「都市住民年金保険制度の試行の展開に関する国務院の指導的見
解」を公布し，基本年金保険制度の加入条件を満たさない都市部住民を対象とする都市住民年金
保険制度を一部の地域で試行させ，2012年末までに実施の対象地域を全国範囲に拡大することを
目指している。
　この両制度はともに地域保険の類に属しており，制度の仕組み，財源調達の方法や，給付内容
と方法もほぼ同じである。地域保険における二つのレールに地域保険におけるこの二つのレール
を加え，中国の公的年金保険制度は「四レール制」で実施されていた。
　ところが，2014年２月７日に行われた国務院常務会議において，新型農村年金保険制度と都市
住民年金保険制度を統合し，全国統一の都市・農村住民年金保険制度を創設することを決定した。
これによって，今までの「四レール制」の公的年金保険制度は「三レール制」に転換することに
なった

12）
。

Ⅳ．日本の農村社会保障制度からの示唆

　日本の農村年金保険制度は，公平・多段階に重点を置いており，二段階構造年金保険制度を導
入している。第一段階の国民年金保険制度は，すべての国民が強制的に加入する基本的な年金で
ある。「国民皆年金」が保証されている。第二段階の農民基金保険は，基本的には自主性の原則
を強調した基金制度を採用しているが，政府は国民年金の重要な補助金である税制優遇措置を付
与している

13）
。

　農民年金保険制度は構造政策の手段として，第二次農地法改正と同時に成立したものである。
農民年金保険制度が具体的に議論され始めたのは，「農地政策の基本方針」であったが，その成
立過程を見てみると，以下の通りである。
　1930年代には農村部の医療保険がすでに始まっていたが，1959年に農民の利益を守るために，
日本政府は初めて「国民年金法」を交付し，公的年金保険制度に加入していない大多数の農民，
個人経営者等を強制的に国民年金保険制度の中に組み入れた。20歳以上60歳未満の日本の農家は
国民年金保険に加入しなければならないと規定に定められているため，「国民皆保険」，「国民皆
年金」の時代に入った。
　つまり最初に検討されたのが農林省の「構造政策推進会議」（1966. 12）であり，ここで農業経
営主の老後の生活保障と経営主の年少化を促進するために農民老齢年金保険」制度，経営移譲転
職年金保険制度などが議論された。そして，翌年に実施された衆議院選挙（1967. 1）で自民党が
選挙公約に農民年金問題を取り上げ，農林省は「農民年金問題研究会」（1697. 6）を立ち上げ，

（　　）

95中国と日本の農村社会保障制度の比較研究（黄）

621



立命館経済学67巻５・６合併号―四校　Ａ

農政の基本課題，経営規模拡大の問題，農業経営主の資質問題などの対策として，農民年金保険
制度を検討した。このような内容を含む構造政策の展開方向を総合的に提示したものが農林省で
発表した「構造政策の基本方針」（1967. 8）である。ここに示された具体的な内容をみると，農
地の流動化を促進するために，農業経営主の老後生活の安定を確保し，経営移譲を促進する手段
として，農民老齢年金，経営移譲年金や離農年金を含む年金保険制度の必要性を主張している。
　一方，全国農業会議所は，農林省農民年金保険制度の創設を提案して農民の老後保障と農業構
造改善の促進のための「農業自然金制度の確立対策要領」（1967. 4）を開催して国会に請願書を
提出するなど，早期実施を要望した。そして，農協系統組織でも，全国・都道府県農協の中央会
会長会議（1967. 9）で農民の老後保障が他産業従事者に比べて不利でこのため，農業の近代化に
悪影響を及ぼしていると見て老齢年金を骨子とした農民年金保険制度の早急な実施を国会，政府
に要請した。その後，政府案が社会保障の側面よりも過度に構造政策の側面を重視しているため
全国農協中央会のでは農民の老後保障と農業の近代化に資する内容の農民の立場に立った年金保
険制度を創設するのを再び政府・政党に提案して農民の意見を制度確立過程に反映させていった。
　以上のような要求を統合して，政府は「農民の年金基金法案」（1970. 3）を国会に提出した。
一方，社会党も別に「農民年金法案」（1970. 3）を提案したが，衆院で審議否決され，政府案が
通過されて交付（1970. 5）になるに至った。同法に基づいて，農民年金基金が設立（1970. 10）さ
れて，翌年から業務を開始した

14）
。

　農民年金保険制度は1971年１月に設立された。それは，国民年金保険の被保険者である農民が
国民年金保険料の支払いに基づいて，営業権譲渡及び老齢等の二つの要素によってさらに年金を
支払うものである。制度の特徴としては，第一に，自発的な任意性である。「農民年金基金」に
加入するかどうか，農家の個々の希望を十分に尊重し，自発的に個々の申請書を提出するかどう
かである。第二に，加入者は特定の条件を持っている必要があり，60歳以下の国民年金保険の第
一号者である被保険者（免除者を除く）は年に農業生産と運用に従事した時間が年間60日未満で
はないことを条件としている。第三に，加入者が財政援助を受けられるかどうかによって，保険
料は「一般保険料」と「特別保険料」に分けられる。条件に達した者（「農民の年金基金」に加入し
た時間が20年，年間農業所得900万円以下及び1947年１月２日以降生まれ，三つの条件）は保険料の国家
補助を享受する。補助の割合は被保険者の年齢と参加期間によって異なる比率を決め，65歳以降，
「農民老齢年金」に加えて，「特別な追加年金」も受け取った。資格がない者は個人が一定の一般
的な保険料を納付した後，65歳後に，「基礎年金」以外に，一定金額の「農民老齢年金」が取得
できる。
　日本政府は，異なる被保険者間の格差を緩和するために，基礎年金に満足していない農民によ
り高いレベルの養老保険を提供した。1980年代には，年金保険制度の改革が行われ，1985年に日
本は年金保険制度について重要な改革を実施した。最も重要なのは国民年金をすべての国民のた
めの基礎年金として使用することだった。被保険者である農民は月額13,300円の保険料を納付し，
納付期間が25年以上，65歳未満の者は基礎年金を受け取ることができ，40年間加入した者は退職
後毎月最高67,000円までの年金を受け取ることができる。基本的な年金は，責任分担の原則で財
源は国家負担が 1/3 で，政府予算に含まれ，残りは個人によって支払われる。
　1991年に国民年金基金制度を導入した。主な特徴は次のとおりです。20歳以上60歳未満の第１
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種の被保険者はいつでも参加できる。参加者は毎月「追加保険料」を支払う必要があり，65歳以
降には基礎年金に加えて追加の年金が支払われる。基本年金保険の保険料納付免除と「農民年金
基金」に加入している者は，国民年金基金制度に加入できない。
　日本では，民間農業相互扶助協会（「農協」と略す）が主催する個人共済保険は，農民の年金お
よびその他の社会保障に重要な役割を果たした。この種の相互扶助保険団体は，民間団体に属し，
商業保険と本質的な違いがあり，営利目的ではなく通常は市町村で組織，設立され，政府から強
い支持を得ている。農業協同組合のメンバーは主に農民であるが，農業協同組合地区の他の個人
でもある。管理面では，基礎組織農業協会，県レベルの共済連盟，国家共済連盟が役割を分離し，
職務を遂行し，効果的な三段階のリスク分散メカニズムを形成している。1990年代後半には，日
本に4000余りの協同組織があり，農業協同組合会員が共済保険に加入している保険項目の平均数
は4.55であり，平均保証額は１世帯あたり3688万円である。日本農業協会の共済保険は，農家の
個人貯蓄と同様に，高齢者の安全を守るための予防措置の一つであり，高齢者のニーズと社会保
障を補うものである

15）
。

　現在中国は人口の急速な老齢化に直面しており，それとともに社会保障の果たすべき役割もま
た，それが当面し，その重要性を加えざるをえない。だが，中国の社会保障制度が国民のよせる
期待に応えるためには，それが当面しつつある数々の困難な課題を解決しなければならないが，
これに取り組む中国国民の創意と努力が必要とされる。
　第一の特徴は，中国社会保障制度の中に計画経済期の社会主義における生活保障制度側がカバ
ーしている側面を持たざるをえなかったことである。これは中国が改革開放以前において計画経
済の社会主義国家であり，労働者を中心とする人民国家であったために，労働者や農民の生活保
障を国家が行う点に由来する。つまり，改革開放以前に社会主義的な原則にもとづいて，労働者
のみならず農民に生活保障がたとえ低保障に留まっていたとしても制度として与えられていた。
　そのような生活保障制度が存在する中で市場経済が導入され，それに対応した社会保障制度の
成立が求められてきた。社会保障制度は生活保障の中核部分を形成する雇用保障を否定すること
から生まれてき，それによってもたらされた生活リスクをできるだけ緩和させる制度であるから，
社会主義時代の生活保障制度とは対立するものである。改革開放以降生活保障制度を政府は解雇
容認で徐々に推し進め，それに生活保障する制度をゆっくりと社会保障制度として創り出した。
労働者の場合，市場経済に企業を包摂するために生活保障の中核部分の解体となる解雇を認め，
その代わりに社会保障制度で失業保険や最低生活保障制度で労働者の生活を保障することになっ
た。農民の場合，人民公社の解体とともに生活保障制度（農村住民最低生活保障）が崩壊し，それ
に代わる生活保障制度を創る必要に迫られた。
　通常資本主義社会では，農民の生活保障は農業政策である農産物の価格維持や農業的助成制度
を通じて行われるのであるが，そのような制度を媒介にするのではなく中国では社会主義時代と
同じように労働者を対象とする社会保障制度の中に組み込むことによって，それが行われた。し
かも中国に従来からある戸籍制度によって農民に対する差別は創設された社会保障制度の中でも
温存されている。
　このような農民の生活保障を社会保障制度の中で行う方法は戸籍制度の温存によって改革開放
以降都市部では改革が進む一方で農村部では顕著な生活改善が見られない状況をもたらした。こ
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れは中国の特有の都市部と農村部の二重構造の新たな形成である。中国は計画経済期において既
に都市部VS農村という二重構造が形成されており，それは上で指摘した都市部と農村部を厳格
に区別する戸籍制度によって根拠づけられ存続していた。この制度の存続に基づき労働経済下で
も少なくとも社会保障制度の中で二重構造は再生産されることになっている。
　社会保険化と市場化を推進することによって，都市の国有企業や政府機関，「単位」（事業所）
の職員・労働者を中心に閉鎖的・特権的な保障体制を打破して，より広い範囲で社会統合を実現
することを目指していた。しかし，縦割り行政の根強さや都市と農村の二重構造が存在するため
にあまり成功したとは言い難い。今のところ市場化は，従来の国有セクター従業員向けの保障か
ら，都市部の職員・労働者と高所得層中心（自費医療や住宅の商品化）の保障に転換する役割を果
たしたに過ぎない。現在，農村部の年金，医療及び最低生活保障制度がなお実験段階にあり，未
整備の状態にある。近年，ようやく農村においても年金保険制度（農村社会養老保険）が導入され
たが，任意加入であることに加えて，保険料は低い水準で設定されており，給付はそれに応じて
支払われる。従って，制度に加入しない者が多いうえに，加入したとしても低い保険料を選択す
る結果，生活を賄うだけの年金を給付することは不可能である。硬直的な戸籍制度に由来する都
市と農村の格差は，中国社会の二重構造を表すものである。これは完全ではない市場経済体制に
より形成された社会保障の顕著な特徴といえる

16）
。

　第二の特徴は，第一の特徴と関連するが，中国社会保障の中に農業を対象とする社会救済制度
や社会保険制度を駆使した年金保険制度が組み込まれていることがある。社会保障制度は生産手
段から切り離され雇用という形態で生活手段を手に入れる。資金を確保する者を主軸にその対象
として創られている。農民は土地という生産手段を一応国から提供され，その土地を交錯するこ
とによって生産手段を手に入れる。彼らが生活リスクに陥るケースでは自然災害などが起こった
場合生じるのであるが，それはあくまで偶然的なことであって，労働者が失業によって生活リス
クにさらされる場合とは必ずしも同一次元のものではない。後者の場合，それは景気循環という
資本主義経済が必然的にもつ動向によって，一方的に生じてくる生活リスクである。したがって
そのリスクは資本主義が創り上げた社会保障で何とかカバーをしなければならない。それに対し
て自然災害による農民における生活リスクは上で述べたように農業政策（農産物価格維持政策な
ど）によってカバーさえなければならない。このように異次元にある生活リスクを同一の社会保
障制度の中で一定の解決を試みるのは，改革開放前の社会主義体制の生活保障システムが両者を
包摂して機能させられていた結果である。従って，1990年代末の国営企業の民営化を目前にして
創られた社会保障は，社会主義時代の生活保障システムの遺産をそのまま引き継いている側面が
非常に強く，2011年の社会保障の法令化によってもその側面は依然として残されているが，徐々
にその側面は国民全体を対象とする社会保障制度への発展の中で徐々に薄まり，包摂されていく
であろう。
　社会保障に関する法律規制システム保険主体多様化のドイツ，または効率を優先にし権利と義
務が相応，市場化路線が明確なアメリカ，そして厳格な管理，年金保険制度が完備した日本，三
つの社会保障は徐々に比較的完全で効果的な基本制度として形成され，中国で改革され改善され
つつある社会保障システムと比較して，中国にとって有益なインスピレーションを提供している。
中国の経済改革と発展において，中国の社会保障制度のモード選択が重要視されている。中国に
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おける健全な市場経済体制を確立するためには，それに適合し比較的完璧な社会保障制度を確立
する必要がある。したがって，中国の経済システムを促進する上で，社会保障制度の移行を重視
する必要がある。社会保障モードの背後にある暗黙的なイデオロギーについての理解を明確にし
ておかないと，その社会保障の様々な具体的な政策や方法は，内部的に一貫性を保証することは
困難である。したがって，社会保障制度を充実し，向上させるために，健全な社会保障制度を構
築することは現在中国が直面している主要なタスクの一つである

17）
。

　中国の社会保障制度の発展は日本ほど長い歴史と豊かな経験がない。これとは対照的に，中国
の社会保障制度にはまだ問題が多い。社会保障の法整備程度がかなり低いため，社会保障が直面
している深刻かつ複雑な問題に対処するために国が適切かつ効果的な法的支援を十分に提供する
ことが難しい。
　また，本来の農業政策充実で農民の生活リスクが取り除かれるにつれて，その社会保障制度と
して制度化される必然性も低下して行わざるをえない。農民の年金保険制度が労働者のそれと比
べて10年程のタイムラグがあって成立しているが，これは農民として年金保険制度に組み込んだ
のではなく，国民全体の最低生活を保障するという観点から社会保障制度の中に組み込んだので
ある。
　ここで農民の社会保障制度の組み入れで指摘しなければならないのは農民工の場合である。そ
れは都市部の工業化に伴って農村部の農民が年に流入し労働者をなった時，それを対象にした社
会保障制度の適用が実施された。これは労働者でありながら戸籍によって農民として制度の適用
が図られるという複雑な側面を持つと同時に当時中国が途上国であり，それが工業化する上で安
価な労働を都市部が大量に必要とする「本源的蓄積

18）
」過程に少なくとも2006年半ば頃まで中国が

置かれていたことに由来する。
　中国は2001年にWTOに加盟して以降，国際経済の中に組み込まれ急速に市場経済（特にグロ
ーバルな市場経済）化に進んでいった。そこで企業がグローバル競争で生き残る上で，当時課せら
れていた課題を二つ指摘しておく。
　その一つは，一部の都市で急速に工業化と市場化が進展しそれに応じて安価な労働力を大量に
農村に求め，労働力市場の形成と確立を図ることである。当初，工業化とともに求人の増加は賃
金の上昇を惹起し労働力不足がささやかされ，それに応じて農村からの大量の労働力が賃金上昇
と生活向上に引き付けられ都市部に流入し，都市部の労働力不足を補足する役割を果たした。こ
の都市部への大量の流入は2005年頃になると転換点を迎えることになる。この転換点は「ルイス
の転換点」と呼ばれ，学界でもその時期を巡って大きな論争を引き起こした。我々は2000年代半
ば頃に都市部を中心に一応の労働市場は形成され都市圏の労働需要は労働市場から調達され遠方
の農村からの労働力を大量に必要としない段階に入ったと考えている（これは，賃金の上昇によっ
て容認される）。
　社会保障制度は，社会の安定と経済社会の協調的かつ健全な発展に関わる社会的な「セーフテ
ィネット」である。中国の社会保障制度は，改革，発展，改善の過程を経て，いくつかの成果を
達成したが，まだいくつかの顕著な矛盾や問題に直面している。日本の社会保障制度の確立から
その継続的な拡大と改善に至るまで，市場経済において比較的完全で保障水準がかなり高いレベ
ルを持つ国の一つになっている。体系的な研究と日本の社会保障制度を参照することは，中国の
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社会保障制度の改革と発展にとって重要な実用的意義を有する。
　中国の社会保障制度は1986年に始まったが，中国の社会保険制度改革とイノベーションは依然
として継続している。市場指向の改革と連携して，中国の社会保障制度の革新は，典型的な政府
が率いる漸進的な改革においても現れている。1990年代半ばから後半にかけて，この改革は顕著
な進展を遂げた。中国は，都市部労働者のための統一基礎年金保険制度の基本的枠組みを確立し，
1999年に都市労働者のための基本的医療制度を立ち上げ，運用している。失業保険制度は政府の
強力な推進のもとでいい方向に進んでいる。これまでのところ，中国の社会保障制度は形を整え
始めているが，まだ完全ではない

19）
。

　かつて自然経済の自給率が支配的だった日本は，農業生産は分散型個々の農家小規模経営の基
礎に立っており，小規模経営の歴史的伝統を持っている。自然災害に耐える力は貧弱で，農民は
土地に頼って生計を立てており，一人当たりの農地面積が小さい。これは中国の農村状況と比べ
て多くの類似点がある。日本における都市化の急速な進展に伴い，都市部と農村部との格差が拡
大し，農村部における高齢化の問題が顕著になってきている。伝統的な家族保障と土地保障は，
農村部の経済発展の要件を満たすことができない。改革開放以来，中国の農村経済発展は，日本
の経済発展のジレンマに直面した時期と似たような問題を抱えている。日本の農村社会保障制度
の開発プロセスと経験を探ることにより，中国の農村社会保障制度の発展を促進し，農業，農村，
農民の問題をよりよく解決すると考えられる

20）
。

Ⅴ．お わ り に

　農村社会保障制度が完成していなければ，それは中国の社会経済の急速な発展に直接影響を及
ぼし，調和のとれた安定した社会に直接影響を及ぼすであろう。農村社会保障制度は，人々に利
益をもたらし，人々に利益をもたらす人々の生活プロジェクトである。健全な社会保障制度を確
立することは，長期的かつ困難な作業である。中国の農村社会保障制度を社会保障の基本的視点
から考え，現在の中国の農村社会保障制度の導入に伴う問題点を徹底的に調査し，社会保障制度
の確立と実施に支障をきたす障害を絶えず取り除きながら実際の現実問題から押し進め，農村社
会保障制度が真に農村住民の権利を守る強力な手段となる必要がある

21）
。

　社会保障という言葉が生まれた経緯から明らかなように，この言葉は，人々を生活困難から解
放するためのいくつかの制度を指して使われるようになったものであり，国によってこの言葉に
含まれる制度も一様でなない。しかし，各国で，共通している点は，社会保障が生活困難に陥っ
た人々を救済する制度や，人々が生活困難に陥らないように予防するための制度からなり，それ
らを通して人々を生活困難から解放することが，国家の責任として認められるようになっている
ということである

22）
。

　歴史的な経験は，現代の農村社会保障制度を含めて制度は歴史的形成体である。確立過程で特
定の国の特定の時代には固有の経済的，政治的，文化的基盤があり，その上に諸制度が様々な歴
史的経緯を持って成立している。従って，ある制度について考察を進める場合に，それだけを切
り離して意義や問題点や改善の方向を検討しなければならない。老齢年金保険制度についても，
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その変遷の歴史的経緯や現行制度の効果と問題さらには老人の生理的経済的社会的状態の変化及
び家族機能の現状などを多面的に考察して，制度改革の方向を指向すべきである。同じく東洋の
文化的伝統に影響されている日本は，中国の農村社会保障制度構築の背景に類似した部分が多い。
改革プロセスの中で中国の農民の生存権と発展権利は日本と緊密に一致するのでその経験は参照
する価値がある。社会主義市場経済の下の社会化と市場化は中国が農村社会保障制度を確立し改
善するための主導的な方向になる

23）
。

　社会民主主義のドイツ，自由主義のアメリカと保守的な日本，そしてすべての先進国の社会保
障モデルはそれぞれ基本的な国家条件に基づいている。社会保障制度を構築するためには，先進
国の経験から学ぶべきである。社会保障制度の確立は，基本的な国家の理念によって支持されな
ければならない。このイデオロギーの支持は，中国の特色を持つ社会主義の理論である。政府，
市場と社会の関係，社会保障と個人の自由のような一連の原則的な問題を検討しなければならな
い。なぜなら，原則的な問題の体系的で正確で十分な理解がなければ，社会保障制度の特定のシ
ステム設計は内部論理の一貫性に欠け，論争や紛争につながることさえありうる。したがって，
中国の社会保障制度が社会的生産力と生産の社会的関係の調和がとれた発展を促進する役割を最
大限に高めるために，ガイドラインとして中国の特色ある社会主義の既存の理論を確立し，社会
システムにおける多くの原則的な問題を効果的に把握構築する必要がある

24）
。

　日本を典型としている東アジアの福祉制度の中，東アジアの社会福祉政策の主流は依然として
発展と平衡の関係である。日本を代表とする東アジア社会保障制度の改革は，権利と責任の共有
と調整，国家，社会，企業，家族や個人の役割，東アジアにおける儒教伝統文化の家族への帰還
などの核心問題を中心に展開されている。東アジアの福祉システムのローカリゼーションモデル
は，西洋とは異なる政策特性を示している。疑いもなく，中国の特色がある社会保障制度の確立
のためのより直接的な参考と啓蒙意義がある

25）
。

　日本の農村社会保障制度は，社会の公正と権利と義務が対等的な関係を十分に反映しており，
中国における農村社会保障制度の基本的枠組みの確立，すなわち多段階，費用分担，経済発展の
ための農村社会保障制度に参考する価値がある。第二に，日本の農業経済発展は，手作業から機
械化に至るまで，小規模から大規模に至る近代化プロセスを経ている。これは中国の農村開発に
とって重要な意味を持つ。第三に，日本の社会保障は農業の初期発展に非常に重要な貢献をして
いることがわかる。中国の農業経済は近代化の初期段階にあるため，健全で効率的な農村社会保
障制度は農業の近代化を促進する上で，重要な役割を果たすだろうと考えられる

26）
。
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